




















現在の世代の欲求も満足させるような開発を意味する．SDGs は 2001 年に策定された
ミレニアム開発目標の後継で 2016 年から 2030 年までの国際目標であり，持続可能な
























































 本学位論文では，第 2 章で不飽和土壌中の油分量を測定する方法について，第 3 章で
は堆積物中の流体移動による海底表層堆積物強度への影響について，第 4 章では海底か








油がある場合も体積熱容量は De Vries モデルの計算値と実測値がよく一致した．1 つ









が体積含油率の推定精度に与える影響を評価するために両者の RMSE（Root Mean 







 第 3 章では堆積物深部由来のガス流体によって堆積物強度が影響を受けるのかを調
べた．日本海東縁部の 2 つの海域（上越沖（US・JK 海域），秋田・山形沖の最上トラ
フ（MT 海域））で海底下数 m の柱状堆積物を採取し，物理・力学試験および堆積物間
隙水の地化学分析を行った．US・JK 海域と MT 海域では力学試験の結果に加え，ガス
プルームの有無で示されるガスフラックスの強度，堆積速度，堆積物間隙水の溶存 CH4
濃度において差がみられ，次のことが考えられた．①ガスプルームが観察された US・

























ガスハイドレートの安定領域の上限（TGHS：Top of Gas Hydrate Stability）は，ガス
プルームが観測される他の海域に比べ，日本周辺海域では比較的海面近くに位置した．
これは日本近海の海底から噴出する CH4 はガスハイドレート殻をまとった状態で，よ
り海洋の浅い場所まで運ばれやすい条件にあることを意味する．以上のことから，海底
からの CH4 噴出が大気濃度に寄与するかという問題は，水深だけでなく，ガスハイド
レートの安定上限の水深によっても限定され，気象や海象の環境が時間によって変化す
ることから時間によっても限定されることがわかった． 
 
資源の利用と環境への影響は表裏一体であり，化石燃料の環境中の移動は人の手にし
ろ，自然にしろ，その環境を不適当な状態にする可能性をはらむ．不適当な状態を把握
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することは環境への影響と資源の無駄な消費を低減することにつながるだろう．経済，
社会，環境の 3 つのバランスが取れた持続可能な開発を目指すためには現在よりも環境
負荷を低減し，自然状態を回復する手立ても打つ必要がある．本研究の成果は石油類に
よる土壌汚染の際には早期の発見と効率のよい浄化へ向けた重要な知見であると考え
られる．非在来型の資源開発に際しては，地盤強度の事前調査の重要性を示し，現地の
環境によっては海底から噴出する CH4が大気に放出されることを示した． 
 
